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Ⅰ　人事管理を巡る百家争鳴

人的資源管理（Human Resource Management，以
下 HRM）では，質問紙調査を用いて企業の人事施策

（Human Resource Practice, 以下 HR 施策）の導入状
況を把握し，それらの施策と離職率や従業員満足度，
あるいは企業業績との関連性を検討することが多い。
また，政府や外郭団体だけでなく，民間シンクタンク
や研究者個人が実施している調査も合わせると，世
の中には数多くの調査報告が存在する。中には特定
の HR 施策について正反対の効果を主張している調査
報告もある。これらの調査によるデータを目の前にし
た時，私達は各調査が企業の HRM の何を捉えようと
しているのかを把握したうえでデータを活用しなけれ
ば，異なるレベルのものを比較したり，批判する可能
性がある。そこで本稿では，私達が HRM に関する労
働統計を引用したり，活用する際にどのような点に留
意しなければならないのかを解説する。

Ⅱ　様々な労働統計

1　公的統計
日本の公的機関の労働統計を見ると，採用・配置，

人材開発，報酬，労働条件等，人材マネジメントの機
能を全て網羅した統計はなく，情報が点在している。
例えば，採用は，厚生労働省『新規学校卒業就職者の
就職離職状況調査』『雇用動向調査』『労働経済動向調
査』，文部科学省『学校基本調査』などで把握可能で
ある。人材開発は，厚生労働省『就労条件総合調査』

『能力開発基本調査』，労働条件は，厚生労働省『毎月
勤労統計調査』『賃金構造基本統計調査』，総務省『労
働力調査』により把握可能である。報酬は，厚生労働
省『毎月勤労統計調査』『賃金引上げ等の実態に関す
る調査』，総務省『労働力調査』から実態を把握する
ことができる。

また，労働政策研究・研修機構（以下 , JILPT）の
HP では，一部の労働統計データをクロス集計で示す
ことができる 1）。図 1 は，クロス集計の機能を用いて
作成したデータで，有賀（1999）と同様の方法で過
去 30 年間の企業のスパン・オブ・コントロール（統

制範囲）を算出したものである。スパン・オブ・コン
トロールは，文字通り部下を管轄する範囲を示してお
り，厚生労働省『賃金構造基本統計調査』のデータを
用いて作成できる。例えば，係長であれば，非職階の
人数÷係長の人数で算出することができる。図 1 から
1981 年と 2011 年の部長職と課長職のスパン・オブ・
コントロールを比較すると，おおよそ半減しているこ
とが分かる。図 1 だけを見ると，ビジネス環境に素早
く適応するために企業は組織を細分化していると考え
ることができる。その結果，現在の管理職は，一昔前
の管理職に比べて多くの部下を持った経験がなく，全
体を統括して仕事をする経験や訓練を積まないまま，
上位職になっていると考えることができるかもしれな
い。したがって，マネージャの能力低下，もしくはマ
ネージャの能力発揮の機会の低下の根拠として主張で
きるように見える。しかし，図 1 で用いた『賃金構造
基本統計調査』だけでなく，総務省『労働力調査』と
併せて考えると見方が変わる（図 2）2）。図 1 は，正
社員の部下を対象としているため，非正社員の部下が
カウントされていない。しかし，図 2 を見ると雇用さ
れている者のうち，近年，非正社員は，35%前後で推
移しており，図 1 と図 2 を合わせて考えると実は「正
社員の部下は減少したものの，代わりに非正規の部下
が増加した結果，マネージャは多様な人材を管理せね
ばならず，職場マネジメントの難易度が増している」
という見方も考えられるのである。
2　民間企業・大学の調査
公的統計を主とした調査データは，日本企業の全体

的な状況の把握に適しているが，経済産業省『企業活
動基本調査』，内閣府『企業活動に関するアンケート
調査』等の個票データなどを除き，個別の企業がどの
ような HRM を導入しているのかを把握することは難
しい。

そこで，HRM の研究者がよく行う（利用する）の
が，①研究者が独自に行う質問票調査，②公刊データ
を組み合わせた分析，③二次データの利用である。公
刊データは，例えば，東洋経済新報社が発行している

『役員四季報』や『CSR 企業総覧』のデータを用いた
分析や日本経済新聞社の『企業戦略情報』などを用
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いた分析がある。但し，『役員四季報』は，役員メン
バーの多様性と企業業績との関連性を検討することは
可能であるものの，HR 施策という点ではデータを得
ることが難しい。また，『CSR 企業総覧』は，HR 施

策の中でも，育児休業の取得人数や女性管理職比率な
ど収録されている HR 施策に偏りがある。『企業戦略
情報』も財務データを中心とした人員情報がメインで
ある。したがって，これらのデータベースを用いるた

図 2　『労働力調査』による正社員と非正社員の割合の変化（1984 ～ 2011 年）

図 1　『賃金構造基本統計調査』を用いた過去 30年のスパン・オブ・コントロールの変化
（1000 人以上の企業を対象）
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めには，独自の質問票調査とデータを結合させるなど
の工夫が必要になる。

こうした中で東京大学社会科学研究所に寄贈されて
いる二次データを入手して分析する場合や JILPT が
提供している二次データの利用，総務省および独立行
政法人統計センターが管理している『就業構造基本統
計調査』『企業活動基本統計調査』などの匿名データ
を利用する研究者が多い。

Ⅲ　HRMのデータを見る眼

東京大学社会科学研究所や JILPT のデータアーカ
イブを見ると，実に多くのデータが提供されている。
しかし，統計データを引用したり，実際に分析をする
前に以下 3 点に留意する必要がある。
1　HRMの階層性
一口に HRM と言っても実際には，上位概念から

HR 哲学（Philosophy），HR ポリシー（Policy），HR
プログラム（Program），HR 施策（Practice），HR 運
用（Implementation/Process）がある（Lepak, Mar-
rone, and Takeuchi 2004; Arthur and Boyles 2007）。
HR 哲学は，企業の人的資源に対する考え方である。
すなわち，人的資源を企業価値の源泉と捉えるか，売
上原価を構成するコストとして考えるか，といった
企業の人に対する姿勢である。HR ポリシーは，「組
織の中で行われる HR プログラム，プロセス，技術と
いったことに関する企業や事業単位での意図をあらわ
したもの」と定義され，長期雇用や成果重視の人事方
針などを示す。HR プログラムは，戦略に合致した行
動を支援する調整された HR 成果で，退職プログラム
のように HR 施策の一連のセットを指す。HR 施策は，
働く人々に求められる行動を導き，補強すること，も
しくは，ユニット内で行われる実際のプログラムやプ
ロセス，技術を指す。HR 運用は，実際の HRM が現
場で遂行されるかを示す概念であり，主に管理者行
動の 1 つとして分析されることが多い（Becker and 
Huselid 2006）。労働統計がどのレベルの HRM を収
集しているのかを考えないと，異なるレベルの HRM
を同じレベルで議論したり，比較することになりかね
ない。
2　誰に尋ねているのか
2 つ目の問題は，HRM に関する質問票調査を実施

するにあたり，誰に尋ねればよいかという点である。
この問題は HRM に限らず，質問票調査に常に付き
まとう問題である。この点に関して Gerhart, Wright 
and McMahan（2000）は，Huselid and Becker（1996, 
2000）の論文を引き合いに出しながら議論を展開して

いる。Huselid and Becker（2000）では，HRM に関
する質問は，人事担当役員に質問票を送付すればよい
と主張している。なぜなら，厳密には人事担当役員が
質問票に回答するわけではなく，それぞれの質問に適
切に回答できる部下が手分けして回答しているから
だという。それに対して，Gerhart et al.（2000）は，
HR ポリシーを尋ねたい場合には，人事担当役員に尋
ねる方が適切であり，より具体的な施策を尋ねる場合
には，人事部長に尋ねた方がよいかもしれないし，人
事施策の運用面を把握したいのであれば，現場のライ
ンマネージャに尋ねなければならないだろうと主張し
ている。

他方で，従業員に HR 施策を尋ねる場合もある。山
本（2007）は，従業員認知に基づいた HRM 項目とし
て評価・昇進の適切性，積極的教育訓練，雇用保障
の３次元を置き，これらとリテンションの関係性を
検討している。また，学習院大学経済経営研究所編

（2008）のワーク・ライフ・バランス指標では，HR
施策認知に関する項目があり，従業員の認知ギャップ
に注目している。同様に認知ギャップに注目した立道

（2009）は，人事部長の回答と当該企業で働く従業員
の回答とを結合したマッチングデータを用いて，人事
部長にも，従業員にも，自社に関する成果主義 3）の
導入状況を尋ね，4 つのタイプ（①一致成果主義，②
ステルス成果主義，③プラセボ成果主義，④一致非成
果主義）を導出している 4）。興味深いのは，これらの
タイプに応じてモラールや生産性に与える影響が異な
るという点である。

HR 施策の認知で注目すべき点は，人事部に HR 施
策を尋ねて「施策が導入されている（=1 であるこ
と）」ことが何らかの従属変数に統計的に有意な結果
をもたらしたとしても，それらの施策を従業員が意識
していなければ，効果を持たない可能性があることを
示唆する点である。但し，従業員の認知レベルでの分
析は，後述するように方法論上の厳密さがより求めら
れる。
3　コモンメソッドバイアスと因果の問題 5）

最後の問題は，単一の人物から回答を得ることの妥
当性である。仮に何らかの基準に基づいて適切な人物
に適切な HRM を尋ねたとしても，同一人物の同一質
問票の中から独立変数と従属変数を用いることは，コ
モンメソッドバイアスを生じさせる可能性が高い。つ
まり，無意識のうちに一貫性を維持したいという思い
が働いたり，回答者の癖や自分をよく見せたいという
バイアスがかかるのである。また，因果の方向を特定
することも難しい。例えば，成果給と企業業績の関係
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性を論じる際，一時点のデータだけでは成果給が企業
業績に影響を与えている（成果給→企業業績）のか，
企業業績が成果給の導入に影響を与える（企業業績→
成果給）のか，判断できない。

コモンメソッドバイアスや因果の問題を回避する方
法は，従属変数に客観的なデータを用いる方法や時系
列データを用いる方法，同一回答者であっても，時間
をおいて回答してもらうなどの方法があるが，企業調
査を煩雑にし，回収率低下につながるために実施が難
しい。さらに，守島（2010）が指摘するように，HR
施策と企業業績には距離があり，「風が吹けば桶屋が
儲かる」という図式を説明するためには，働く人々の
態度や行動に関する変数を介在させる必要がある。

Ⅳ　今後の方向性

HRM の階層性，回答者，コモンメソッドバイア
ス・因果の問題を説明してきたが，今後の HRM 研究
の方向性の１つとして，現場の運用や管理職の認知な
ど「現場人事」への注目が挙げられる（Becker and 
Huselid 2006）。HR 施策が現場でどのように働く人々
の態度や行動に影響を与えるのかを明らかにすること
で，HR 施策と企業業績の間に存在するブラックボッ
クスを解明する手掛かりとなるからである。そのため
には，時系列データの収集や回答者を工夫するなど
の対策が求められることになるが，幸いなことに現
在，公的統計の匿名データが公開されつつある。複数
年にまたがる個票データを分析することで，研究者が
より現場に近づいて手触り感のある分析が可能になる
かもしれない。我々が HRM で労働統計を活用する時
には，回答が HRM のどのレベルを指しているのか，
その質問に誰が回答しているのかを意識することで
HRM を多面的に捉えることができるだろう。

 1） http://stat.jil.go.jp/
 2）  http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.

htm#hyo_9 に掲載されている表 9 を用いて図を作成した。
但し，1984 年から 2001 年までは「労働力調査特別調査」，
2002 年以降は「労働力調査（詳細集計）」が用いられており，

「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とで
は，調査方法，調査月などが異なるため，時系列比較として
は正確ではない。

 3）  人事部長には「年齢や勤続よりも，仕事の成果や業績を重
視するような成果主義人事制度」と尋ね，従業員には「仕事
の成果を評価し，処遇に反映させるいわゆる『成果主義人事

制度』である」と尋ねている。
 4）  それぞれの割合は，①一致成果主義 =42.4%，②ステルス

成果主義 =14.9%，③プラセボ成果主義 =20.1%，④一致非成
果主義 =22.5%である。

 5）  他にも主観指標の妥当性や人事施策を束とする捉え方に関
する妥当性など多くの話題がある。
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